
高専等を活用した中小企業人材育成事業

応募提案書様式

平成　　年　　月　　日
　○○経済産業局長　　殿
管　理　法　人
機関名称：
代表者役職：
代表者氏名：                         印
担当者氏名：
連絡先：
平成１９年度中小企業ものづくり人材育成事業（高専等活用中小企業人材育成事業）応募提案書
記
１．提案事業名

２．事業費総額                    円

３．事業実施期間

　　開始予定日　平成　年　月　日

　　完了予定日　平成　年　月　日

平成１９年度中小企業ものづくり人材育成事業

（高専等活用中小企業人材育成事業）

応募提案書

１．事業の概要

　　（留意点）
　　　・事業の概要について、簡潔に記載する。

　　　・継続提案者については、１８年度事業と１９年度事業の違いも踏まえて記載する。

　　　・概念図等については、別紙１に記載する。
２．事業内容等
　　（留意点）

　　　・当該地域産業の問題や課題、人材育成ニーズ、事業の必要性と具体的な目標等を記載する。
（１）地域産業の課題と人材育成ニーズ
　　（留意点）

　　　・当該地域産業の問題や課題について説明し、それを克服するために必要とされる人材育成ニーズについて記載する。

　　　・継続提案者については、１８年度の人材育成の進捗状況（どこまでできて、何が課題として残ったのか）とそれを受け今年度何をするのか併せて記載する。

（２）必要性
　　（留意点）　

　　　・国の委託を受けてこの事業を当該地域で実施する必要性について記載する。

　　　
（３）目標

    ①育成目標

　　　（留意点）

　　　・どのような人材を育成するのか、目指す人材像を記載する。

　　②到達目標

　　　（留意点）

　　　・今年度の人材育成における技術分野や水準の到達点について記載する。
　　③定量・定性目標

　　　（留意点）　

　　　・評価基準となる指標（定量・定性目標）について記載する。

	（定量・定性目標の例）

　　定量目標：①実施講座数、コマ数

　　　　　　　②参加企業数、応募者数、受講者数、出席率

　  定性目標：①参加者の理解度、満足度・評価

　　　　　　　②派遣企業経営者の満足度・評価、企業内での役立度


　　  ・継続提案者にあっては、平成１８年度目標と実績を記載するとともに、評価を記載する。

（４）手段の具体性

　　（留意点）

・「（３）目標」を達成するために、当該地域で活用できるノウハウや人材を提供できる基盤（高専等の設備、協力機関や地域のネットワーク）について記載する。
　　　・継続提案者にあっては、１８年度の実績・課題等を踏まえ、今年度の取り組みを記載する。
３．実施内容等
　（留意点）　

　　・具体的なカリキュラムの内容やそれにより目指す育成水準、事業実施スケジュール等について記載する。
（１）カリキュラムの内容（講義と実習）

　（留意点）

　　・カリキュラムの内容について、特徴やポイントを記載する（詳細については、別紙２に記載する）。

　　・継続提案者にあっては、平成１８年度の実績・課題等を踏まえ、１９年度のプログラムの発展性（１８年度プログラムとの違い）が明確となるように記載する。
（２）育成水準
　（留意点）

　　・「（１）カリキュラムの内容（講義と実習）」により目指す育成水準（技術レベルの熟達度や理論体系の理解度等）について記載する。
（３）カリキュラム実施に当たってのフォローアップ体制について
　　（留意点）
　　・カリキュラムを効果的に実施するためのフォローアップについて記載する。
　　　
（４）事業実施年間スケジュール
　（留意点）　

　　・１年間どのような形で進めるのか、年間のスケジュールについて記載する。

　　（記入例）　　
	月

　　　　　　　　項　目
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３

	1.カリキュラム作成
2.カリキュラム実施
3.フォローアップ
4．委員会
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（５）自立化に向けた具体的方策
　（留意点）

・本委託事業終了後の自立化を念頭に、開発したカリキュラムを、管理法人を中心に地域の中で継続して行うために必要な役割分担、地域内への普及・参加促進方法、収支見込み等の概要を記載する。

・継続提案者については、１８年度の進捗状況と評価も併せて記載する。

・詳細は、別紙３に記載する。

　　
　　①平成２０年度以降の展開

　　②事業実施後の運営体制（役割分担、普及・参加促進方法等）

　　

　　③収支見込み（国の委託事業終了後の見通し）　

　　④該当地域の自治体（県や市）の理解・協力体制

　　

４．実施体制
　（留意点）　

　　・「３．実施内容等」を進めるにあたっての役割分担を記載する。

（１）カリキュラムの作成体制
　（留意点）

　　・カリキュラムを作成するに当たっての組織的な体制や活用する人材について記載する。

（２）カリキュラムの実施体制
　（留意点）　

　　・講座や実習を実施するに当たっての実施場所、講師、設備・機器、実習材料等について記載する。

　　　　
（３）全体的な運営体制

　（留意点）

　　・事業検討委員会の設置といった事業全体の管理を行う場合の運営体制を記載する。

（４）受託業務の管理体制

　（留意点）
　　・管理法人が具体的にどんな役割を担い、地域における人材育成ネットワークの要として、どう機能していくかについて記載する。

　　　①コーディネータ

　　　（留意点）

　　　　・氏名、所属、役職、実績の概要（この事業で活用する理由、背景）について記載する。

　　　　・詳細は、別紙４に記載する。
　　　②コーディネータ補助

　　　（留意点）

　　　　・氏名、所属、役職、実績の概要（この事業で活用する理由、背景）について記載する。

　　・コーディネータの特徴、活用の効果（履歴含む）について、別紙５に記載する。

　　　③管理法人の概要、特徴

　　　（留意点）

・管理法人の事業活動の状況やどの程度の企業を参加母数として掌握しているのかについて記載する。

・管理法人の概要の詳細については、別紙６に記載する。

　　　④管理法人の人材育成に関する実績

　　　（留意点）

　　　　・これまでに、どういったテーマのプロジェクトを、どんな企業（業種、数）に対して実施してきたかについて記載する。また、国からの受託実績についても併せて記載する。
　　　⑤管理法人のバックアップ体制

　　　（留意点）

・本事業実施のためコーディネータの活動や各委員会の運営におけるバックアップ体制について記載する。

（５）他事業との連携
　（留意点）

　　・他の国の委託事業や自主事業等との連携について記載する。

５．経費概算
　（留意点）

　　・別紙７に記載する。
６．添付資料
（１）管理法人の定款又は寄附行為（法人格を有しない場合は、運営規約に該当するもの）　　

（２）管理法人の経理基準等を定めた規定（委託費の積算根拠となる書類）

（３）管理法人の事業概要が分かるパンフレット等

（４）管理法人の直近１年間の決算書類 

高専等を活用した中小企業人材育成事業の概念図等
１．産業界と高専等及び協力機関等の役割分担が明確にわかるポンチ絵

	


２．協力機関及び産業界の協力体制

	　①産業界
	

	
	企業グループ等の名称：
	　

	
	構成メンバーの業種
企業数
	全体：（主な業種　　　　　　　　　）（企業数　　　　　　　　　　　）
構成：（業種：　　　企業数：　　　）（業種：　　　企業数　　　　）

	
	協力内容
	　

	
	企業グループ等の名称：
	　

	
	構成メンバーの業種
企業数
	全体：（主な業種　　　　　　　　　）（企業数　　　　　　　　　　　）
構成：（業種：　　　企業数：　　　）（業種：　　　企業数　　　　）

	
	協力内容
	　

	　※産業界の中心となる企業グループ等（○○ネット、協力会、工業会等）については、その概要を別途添付すること。

　②産業支援機関（支援センター、公設試、商工会・商工会議所等）

	
	機関名：
	　

	
	協力内容：
	　

	
	機関名：
	　

	
	協力内容：
	　

	
	
	

	　③教育支援機関（高専、工業高校、大学、専門学校、民間企業等）

	
	機関名：
	　

	
	協力内容：
	　


	
	機関名：
	　

	
	協力内容：
	　


　
カリキュラムの内容（講義と実習）
　１．具体的な内容
　　

　　（留意点）

　　　・地域産業の人材育成ニーズに基づく講義及び実習について、以下の項目が分かるように記載する。

　　　・様式については、テーマ毎に任意で作成する。
	
	　①テーマ名
　
　②概要
　③学習目標
　④受講対象者
　　　　　　　
　⑤受講者数
　⑥特徴、ポイント
　
　⑦コマ数、受講期間
　　１）１コマあたりの受講時間×総コマ数
　　２）受講期間
　⑧各コマの概要

　　・概要（テーマ名、目標、特徴、ティーチング・メソッドなど）
　　


　２．実施体制
	
	　①実施機関
	

	
	　②実施内容
	（留意点）

・各コマと対応関係が分かるように講師、場所、機器・設備等について
  記載する。




　３．カリキュラム開発に携わる人材
	
	（１）主任（専門家Ａ）
  ①氏名：
　②所属：
　③役職：
　④専門分野：
　⑤経歴：（略歴、実績）

	
	（２）サポート（専門家Ｂ）
  ①氏名：
　②所属：
　③役職：
　④専門分野：
　⑤経歴：（略歴、実績）


自立化計画
（留意点）
　・高専のノウハウを活用した人材育成カリキュラムを管理法人を中心に、地域の関係機関のネ　　ットワークの中で、どのように活用していくのか、事業終了後の自立化に向けたイメージを　　記載する。

　１．平成２０年度以降の展開

　２．運営体制
  （１）役割分担 
	
	　①管理法人
　②高専
　③産業界
　④協力機関（産業支援機関）
　⑤協力機関（教育支援機関）


　（２）地域内への普及・参加促進方法
	
	　①企業経営者に向けて
　②技術者（受講者）に向けて
　③その他




  ３．収支見込み

　　（留意点）

　　　・国の委託事業終了後、地域の関係機関でどのように費用負担を行うのか、収支見通しについて記載する。
　　
	
	


 ４．該当地域の自治体（県や市）の理解、協力体制
	
	


コーディネータの活動実績等

（留意点）

　・コーディネータ毎に記載する。なお、必要に応じて記入枠を広げてください。
１．コーディネータの経歴等
	コーディネータ氏名
	所属（ＯＢ人材の場合、旧所属を記載）

	ひらがな
	

	漢　　字
　生年月日　　年　　月　　日生（　　歳）
	

	肩　　書
	専門分野

	
	

	主な資格（学位を除く）
	

	
	

	学歴、履歴事項（最終学歴から記載ください）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	（始　期）
	（終期・現職）
	（役職・学歴）

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	現在活動している国及び自治体等の審議会等並びにコーディネート活動に関するボランティア活動

	（任　期）
	（委嘱者）
	（役職・活動など）

	       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
	
	

	　実　　績

（本事業に資するコーディネータの実績について記載する。）


２．コーディネータが有する人的ネットワークの範囲及び内容
（留意点）

　・具体的な人物、企業、団体名について図表等を用いて記載する。
	


３．委託事業におけるコーディネータの役割
（留意点）　

　・委託事業においてコーディネータがなぜ有用で、どのような役割を担うのか具体的に記載する。
	


コーディネータ補助員の活動実績等
（留意点）

　・コーディネータ補助者毎に記載する。なお、必要に応じて記入枠を広げてください。
１．コーディネータ補助員の経歴等
	コーディネータ補助員氏名
	所属（ＯＢ人材の場合、旧所属を記載）

	ひらがな
	

	漢　　字
　生年月日　　年　　月　　日生（　　歳）
	

	肩　　書
	専門分野

	
	

	主な資格（学位を除く）
	

	
	

	学歴、履歴事項（最終学歴から記載ください）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	（始　期）
	（終期・現職）
	（役職・学歴）

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	現在活動している国及び自治体等の審議会等並びにコーディネート活動に関するボランティア活動

	（任　期）
	（委嘱者）
	（役職・活動など）

	       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
	
	

	　実　　績

（本事業に資するコーディネータ補助者の実績について記載する。）


２．コーディネータ補助員が有する人的ネットワークの範囲及び内容
（留意点）

　・具体的な人物、企業、団体名について図表等を用いて記載する。
	


３．委託事業におけるコーディネータ補助員の役割
（留意点）

　・コーディネータ補助員がどのような役割を担うのか（コーディネータとの役割分担も含めて）具体的に記載する。

	


管理法人の概要
	管理法人機関名
	

	代表者氏名
	                             　（役職）

	所　在　地
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	担当者氏名
	                               （役職）
                               （e-mail）

	　資本金等：　　　　　　千円  　　　※財団法人等は基本財産、出資金等
　従業員：            人          ※財団法人等は専従職員等
　売上高：            千円        ※財団法人等は事業費等
　設立年月：            年　　月

	　

　設立の経緯・事業活動の状況（設立（結成）時期、設立目的、過去の事業の実績及び成果等の全般的

　な内容）、構成員企業（支援対象企業）の内容



事業経費内訳
	区　分
	内　　訳
	積　算　根　拠
	金額

	人件費
	１．人件費
　ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ
　ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ補助者
	
	

	事業費
	２．謝金
　委員手当
　専門家謝金Ａ
　　　〃　　Ｂ
３．旅　費
　ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ旅費
　ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ補助者旅費
　委員旅費
　専門家旅費
　職員旅費
４．その他の経費
　会場借料
　会議費
　資料印刷費
　通信運搬費
　消耗品費

　情報提供費
　雑役務費
　材料費

　機器・設備使用料

　報告書作成費

　調査費
	
	

	再委託費
	５．再委託費
　再委託費
	
	

	一　般
管理費
	６．一般管理費
　一般管理費
	１～４の合計（外注費を除く）の１０％以内
	

	消費税及び

地方消費税
	７．消費税及び地方消　費税
	
	

	
	合　計
	
	


注１：委託契約時において、支出予定のない対象科目は、対象外となる。






カリキュラム作成の方針について





○（第１回）








カリキュラム実施について





○（第２回）








・事業評価について


・翌年度の実施体制について





○（第３回）





（別紙１）





（別紙２）








（別紙３）





（別紙４）





（別紙５）





（別紙６）








（記載例）


　　・受講者に対するフォローアップ


　　・受講生、派遣企業に対するアンケート調査とフィードバック














（別紙７）








